
（単位：百万円）

金   額 金   額

63,435 24,424

8,038 11,475

14,414 9,898

37,060 926

3,930 307
△ 9 1,816

19,275 7,415

14,265 954
建 物 7,288 1,345
構 築 物 1,045 5,060
リ ー ス 資 産 541 55
そ の 他 5,390

694 31,839
ソ フ ト ウ ェ ア 556
そ の 他 138 50,870

30

4,315 1,690
敷 金 及 び 保 証 金 1,395 1,690
繰 延 税 金 資 産 2,819 49,150
そ の 他 111 49,150
貸 倒 引 当 金 △ 11 繰 越 利 益 剰 余 金 49,150

50,870

82,710 82,710

賞 与 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

関係会社投資損失引当金

資 産 の 部 負 債 の 部

貸 倒 引 当 金

未 払 金

そ の 他

買 掛 金現 金 及 び 預 金

未 払 費 用

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

リ ー ス 債 務

固 定 負 債

資   産   合   計 負 債・純 資 産 合 計

純　資　産　合　計

純　資　産  の  部

資 本 金

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

 第 3 期    計 算 書 類 

そ の 他 利 益 剰 余 金

科 目 科 目

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

負   債   合   計無 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

貸     借     対     照     表
（2022年３月31日現在）

商 品

売 掛 金

そ の 他

流 動 負 債
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（単位：百万円）

183,299
166,847
16,452
15,277
1,174

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 益 2,723
雑 収 入 647 3,370

支 払 利 息 69
固 定 資 産 除 却 損 103
閉 店 損 失 2
雑 損 失 7 182

4,362

固 定 資 産 売 却 益 0 0

減 損 損 失 1,453
固 定 資 産 売 却 損 0 1,453

2,908
29

△ 263 △ 233
3,142

特 別 利 益

損  益  計  算  書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価
売 上 総 利 益

金 額科 目

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益

営 業 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）リユース事業の商品 … 単品管理商品については個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、その他の商品

については月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（２）書 籍 … 売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

（３）そ の 他 の 商 品 … 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

① レンタル用資産

レンタルＤＶＤについては、経済的使用価値を勘案し、ＤＶＤ（レンタル事業に供したもの）

の償却残高（帳簿価額）の総額に対して、会社独自の償却率（耐用年数24ヶ月）による定率法に

よって月次で償却しております。また、レンタルＣＤについては、購入時に一括償却する方法に

よっております。なお、レンタル用資産は有形固定資産の「その他」に含まれております。 

② 上記以外の有形固定資産

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で

均等償却する方法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込み利用可能期間（１

年～５年）に基づく定額法によっております。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上して

おります。 

４．収益の計上基準

 約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識しております。

当社は、当社の関係会社を通じて、顧客との契約から生じる収益として主にリユース系商材及び

新品商材の顧客への販売、また、リース会計基準に基づく収益としてリース売上（レンタル売上）

を計上しております。このうち、商材の販売については、顧客に商材を引き渡した時点で、当社関

係会社が当該商材に対する支配を獲得していることから、履行義務が充足されると判断し、当該引

き渡し時点で収益を認識しております。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 
当社は、当社の関係会社を通じて、顧客との契約から生じる収益として主にリユース系商材及び新

品商材の顧客への販売を行っております。これらの商材の販売については、顧客に商材を引き渡した

時点で、当社関係会社が当該商材に対する支配を獲得していることから、履行義務が充足されると判

断し、当該引き渡し時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っておりますが、繰越利益剰余金の期首残高に影響はありません。また、当事業年度の損益

に与える影響はありません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号  2019 年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これ

による、計算書類等への影響はありません。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記 

１．固定資産の減損 

(１）当事業年度の損益計算書に計上した金額 1,453百万円 

(２）その他の情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、保有する固定資産のグルーピングを店舗設備については店舗単位とし、賃貸用資産に関

しては、各物件毎としています。 

営業活動による損益が継続してマイナスとなる店舗、及び閉店、売却する事が決定した店舗につ

いては帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失の減損損失に計上しております。 

閉鎖する事が決定した物流倉庫については当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を特別損失の減損損失に計上しております。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

当該有形固定資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額により測定

しており、使用価値は、将来キャッシュ・フローを6.6％で割り引いて算定し、正味売却価額は、

公示価格等に基づいて算定しております。なお、新型コロナウイルス感染症の広がりは、当社事業

へも影響を及ぼしているものの、その影響が徐々に弱まる想定のもと、将来キャッシュ・フローを

考慮して算定しております。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

今後、店舗等の収益性の悪化や保有資産の市場価格の著しい下落等により、減損処理がさらに必

要になった場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．繰延税金資産の回収可能性 

(１）当事業年度の貸借対照表に計上した金額 繰延税金資産 3,054百万円 

（繰延税金負債 235百万円） 

(２）その他の情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は繰延税金資産及び繰延税金負債の計上するにあたり、資産及び負債の会計上の帳簿価額と

税務上の金額の一時差異に基づいて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異が将来

の税金負担額を軽減することができると認められる範囲で計上し、繰延税金負債は原則としてすべ

ての将来加算一時差異について計上しております。 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定は、決算日までに制定又は実質的に制定されている税法及

び税率に従い、一時差異が回収又は支払が行われると見込まれる期の税率に基づいて行っておりま

す。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

当該繰延税金資産の回収可能性については、経営者によって承認された将来の事業計画等、過去

の課税所得の発生状況、タックス・プランニング等により評価を行っております。なお、新型コロ

ナウイルス感染症による当社事業への影響については、「１．固定資産の減損」に記載のとおりで

す。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

今後、経済環境の予期しない変化や税法の改正等により、繰延税金資産の回収可能額に変動が生

じ、損益に影響を与える可能性があります。 

３．棚卸資産の評価損 

(１）当事業年度の損益計算書に計上した金額 26百万円 

(２）その他の情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定

当社は、棚卸資産評価損を計上するにあたり、正味売却価額が取得原価を下回っている場合に

棚卸資産評価損を計上しております。また、営業循環過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸

資産については、規則的に簿価を切り下げる方法によっております。なお、滞留の判定において

は、過去の実績等に基づき、仕入から販売までに要する一定期間に保有する棚卸資産を営業循環

過程にあるものと仮定しております。 

② 翌事業年度の計算書類に与える影響

今後、リユース事業・メディア事業等をとりまく環境が悪化や、保有資産の市場価格の著しい

下落等により、簿価切下げ処理がさらに必要になった場合、当社の業績及び財務状況に影響を及

ぼす可能性があります。 

Ⅳ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 106,503百万円 

２．取得価額から直接減額している圧縮記帳額 

  建物  113百万円 

   その他     6百万円 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く） 

（１）短期金銭債権       9,357百万円 

（２）長期金銭債権       157百万円 

（３）短期金銭債務       7,584百万円 

（４）長期金銭債務      954百万円 
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Ⅴ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

（１）営業取引高                                           172,029百万円 

（２）営業取引以外の取引高                                      9百万円 

２．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

場 所 用 途 種 類 減損損失（百万円） 

八尾市東本町4丁目2番50号他285件 店舗 建物等 1,440 

旭川市永山二条16丁目6番12号 物流倉庫 建物等 1 

愛知県名古屋市中区 共用資産 ソフトウェア等 10 

合計 1,453 

資産のグルーピングは、主として店舗単位としております。 

営業活動による損益が継続してマイナスとなる店舗、及び閉店、売却する事が決定した店舗につい

ては帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,440百万円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物1,208百万円、構築物126百万円、その他106百万円でありま

す。 

閉鎖する事が決定した物流倉庫については当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物1百万円であり

ます。 

なお、当該資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額により測定してお

り、使用価値は、将来キャッシュ・フローを6.6％で割り引いて算定し、正味売却価額は、公示価格

等に基づいて算定しております。 

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の種類及び数 

普通株式    600株 

Ⅶ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減損損失 1,926 百万円 

減価償却費 687 〃 

資産除去債務 1,738 〃 

商品評価損 229 〃 

繰越欠損金 842 〃 

その他 635 〃 

繰延税金資産小計 6,060 百万円 

評価性引当額 △3,005 〃 

繰延税金資産合計 3,054 百万円 

繰延税金負債

資産除去債務 △194 百万円

その他 △41 〃 

繰延税金負債合計    △235 百万円

繰延税金資産の純額 2,819 百万円 
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Ⅷ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として営業用車両

があります。 

Ⅸ．金融商品に関する注記 

１． 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取り組み方針 

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。また、資金運用については

短期的な預金等に限定しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金、敷金及び保証金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたもの

であり、そのほとんどが固定金利であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権及び、敷金及び保証金について、各事業部門における営業管理部署が主要な取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 

貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

敷金及び保証金 1,395 1,369 △25

資産計 1,395 1,369 △25

リース債務 

リース債務（流動負債） 122 122 － 

リース債務（固定負債） 954 1,249 294 

リース債務合計 1,076 1,371 294 

負債計 1,076 1,371 294 

※ 「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」及び「未払金」については、現金及び短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関連当事者との

関係 

取 引 の 

内 容 

取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

親 会 社 
㈱ゲオホールデ

ィングス 

被所有 

直接100.0 

店舗の転借及び

資金の援助 

役員の兼任あり 

資金の借入 2,000 

流動負債その他(関

係会社短期借入金) 
- 資金の返済 3,210 

利息の支払 7 

資金の貸付 - 

流動資産その他（関

係会社短期貸付金） 
- 資金の回収 9,000 

利息の受取 1 

リース料の支払 116 
リース債務 

（固定負債) 
122 

- - 
リース債務 

(固定負債) 
954 

(注)１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の借入については、借入利率は株式会社ゲオホールディングスの調達金利を勘案し、決定して

おります。 

リース資産の転借については、原契約と同条件により転借しております。 

（２）子会社 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関連当事者との

関係 

取 引 の 

内 容 

取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 ㈱ゲオストア 
所有 

直接100.0 
商品の販売等 商品販売 137,393 売掛金 4,047 

子会社 
㈱セカンドスト

リート 

所有 

直接100.0 
商品の販売等 

商品販売 33,192 売掛金 3,247 

- - 未収金 960 

- - 未払金 6,638 

(注)１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ㈱ゲオストア及び㈱セカンドストリートへの商品販売価格は、交渉の上決定した一定の料率を先

方の販売価格に乗じた価格に当社の仕入価格を加算した金額によっております。 

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額   84,784,595円91銭 

１株当たり当期純利益       5,237,020円81銭 

Ⅻ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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XⅢ．その他の注記 

１．資産除去債務関係 

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(１)当該資産除去債務の概要 

    当社は、店舗及び事務所等について賃貸借契約に基づき原状回復義務を負っており、当該契約に

おける賃貸借期間終了時の原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。 

(２)当該資産除去債務の金額の算定 

 使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数に応じて２年～39 年と見積もり、割引率は

0.0％～2.4％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

(３)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 4,741百万円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 207  〃 

時の経過による調整額   18   〃 

資産除去債務の履行による減少額 △226   〃

その他増減額（△は減少） 330  〃 

期末残高 5,073百万円 

２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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